
○早島町埋立行為等規制条例 

(目的) 

第1条 この条例は、土砂等による土地の埋立行為等について必要な規制を行うこ

とにより、無秩序な埋立行為等を防止し、もって町民の良好な生活環境を保全す

ることを目的とする。  

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。  

(1) 土砂等 土地の埋立行為に用いる土砂、山砂、川砂、海砂その他の物で、

廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号)第2条第1項に規定

する廃棄物以外のものをいう。  

(2) 埋立行為等 土砂等による埋立て、土砂の採取その他土地の形質の変更を

いう。  

(3) 事業 埋立行為等並びに埋立行為等を行うために実施する進入路、排水施

設その他の行為をいう。  

(4) 事業区域 事業を行う区域をいう。  

(5) 事業者 事業に関する工事の注文者又は請負工事によらないで自ら事業を

行う者をいう。  

(6) 施工者 事業に関する工事の請負人又は請負工事によらないで自らこの工

事を行う者をいう。  

(事業者等の責務) 

第3条 事業者及び施工者は、事業の実施に当たっては、災害を未然に防止し、生

活環境を保全するため必要な措置を講じなければならない。  

2 事業者及び施工者は、事業を実施するに当たり、あらかじめ事業区域の周辺関

係者の理解を得るよう努めるとともに、当該事業の実施に伴い苦情又は紛争が生

じたときは、責任をもって自ら積極的にその解決に当たらなければならない。  

(埋立行為等の許可) 

第4条 事業者は、事業を実施しようとするときは、あらかじめ町長の許可を受け

なければならない。ただし、次の各号に掲げる事業については、この限りでな

い。  

(1) 事業区域の面積が、規則で定める面積に満たないもの  

(2) 法令等に基づき許可、認可、届出等を要する事業で規則で定めるもの  

(3) 国、地方公共団体その他規則で定める団体が行う事業  

(4) 前各号に掲げるもののほか規則で定める事業  

2 前項の許可は、規則で定める期間が経過したときにその効力を失う。ただし、

その期間内においても前項の許可を受けることができる。  

3 前2項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申請書を町長に提出しなければならない。  

(1) 許可を受けようとする者の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地、並

びに法人にあってはその代表者の氏名  

(2) 事業区域の所在及びその面積  

(3) 事業の目的  

(4) 施工者の氏名又は名称及び住所又は事務所の所在地並びに法人にあっては

(平成17年9月26日条例第25号)
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その代表者の氏名  

(5) 事業の期間  

(6) 事業の計画  

(7) 前各号に掲げるもののほか規則で定める事項  

4 前項の申請書には、規則で定めるところにより、必要な資料を添付しなければ

ならない。  

5 町長は、災害の防止及び生活環境の保全を図るため、第1項及び第2項の許可に

必要な条件を付すことができる。  

(土地所有者等の同意) 

第5条 前条の規定による許可の申請をしようとする者(以下「許可申請者」とい

う。)は、あらかじめ規則で定めるところにより、当該事業区域の土地の所有者

及びその土地に対して規則で定める権利を有する者(以下「土地所有者等」とい

う。)に対して、前条第3項各号に掲げる事項を説明し、その同意を得なければな

らない。  

2 土地所有者等は、前条第3項各号に掲げる事項を許可申請者の説明により確認し

なければ、前項に係る同意をしてはならない。  

(周辺住民等への周知等) 

第6条 許可申請者は、あらかじめ規則で定めるところにより、当該事業区域の周

辺住民であって規則で定める範囲の者(以下「周辺住民等」という。)に対して、

当該事業の概要を周知しなければならない。  

(公共施設等の管理者の同意) 

第7条 許可申請者は、事業区域内及び事業区域に隣接して公共施設及び法定外公

共物(以下「公共施設等」という。)がある場合は、あらかじめ規則で定めるとこ

ろにより、当該公共施設等の管理者と協議し、その同意を得なければならない。

ただし、当該公共施設等の管理者が認める場合については、この限りではない。

(許可の基準) 

第8条 町長は、許可の申請が次の各号のいずれにも適合すると認められるときで

なければ、第4条第1項の許可をしてはならない。  

(1) 事業の計画が、規則で定める埋立行為等に係る一般的基準に適合するもの

であること。  

(2) 許可申請者及び施工者が次のいずれにも該当しないこと。  

ア 成年被後見人及び被保佐人並びに破産者で復権を得ない者  

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日から5年を経過しない者  

ウ 規則で定める法律に違反し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又

は執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者  

エ 第20条の規定により受けた命令を履行していない者  

オ 第11条第1項の規定により許可を取り消され、その取消しの日から5年を経

過しない者(当該許可を取り消された者が法人である場合は、取消しの日前6

0日以内に当該法人の代表者、役員又は規則で定める使用人であった者を含

む。)  

カ その申請に係る行為に関し、不正又は不誠実な行為をするおそれがあると

認められる者  

キ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人
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がアからカまでのいずれかに該当する者  

ク 法人である場合においては、その代表者、役員又は規則で定める使用人の

うちにアからカまでのいずれかに該当する者のあるもの  

ケ 個人である場合においては、規則で定める使用人のうちアからカまでのい

ずれかに該当する者のあるもの  

(3) 許可申請者により、次のすべてが完了していること。  

ア 第5条に規定する土地所有者等の同意を得ていること。  

イ 第6条に規定する周辺住民等への周知  

ウ 第7条に規定する公共施設等の管理者の同意を得ていること。  

(4) 事業者が、事業に関する計画の実施及びこの条例に定める義務を履行する

ために必要な資力及び信用があると認められること。  

(5) 施工者が、事業に関する計画を実施するために必要な施工能力があると認

められること。  

(名義貸しの禁止) 

第9条 第4条第1項の許可を受けた事業者は、自己の名義をもって他者に事業を行

わせてはならない。  

(許可の変更) 

第10条 第4条第1項の許可を受けた者(以下「許可事業者」という。)は、同条第3

項に定める事項を変更し、又は事業を廃止しようとするときは、町長の許可を受

けなければならない。ただし、規則で定める軽微な変更をしようとするときは、

この限りではない。  

2 前項の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより、必要な書類を

添付した申請書を町長に提出しなければならない。  

3 第1項により許可を受けるときは、第4条第1項及び第5項、並びに第6条から第8

条の規定を準用する。  

4 許可事業者は、第1項ただし書の軽微な変更をしようとするときは、あらかじめ

規則で定める届出書を町長に届け出なければならない。  

(許可の取消し) 

第11条 町長は、許可事業者が次の各号に該当するときは、当該許可を取消すこと

ができる。  

(1) 偽りその他不正な手段により、第4条第1項又は第10条第1項の許可を受けた

とき。  

(2) 第4条第5項(第10条第3項において準用する場合を含む。)の規定により当該

許可に付した条件に違反したとき。  

(3) 第8条第1号の一般的基準に違反したとき、又は同条第2号、第4号若しくは

第5号の規定を満たさない状態に至ったとき。  

(4) 第9条の規定に違反して名義貸しを行ったとき。  

(5) 第18条に基づく報告を拒み、又は第19条に基づく調査を妨げたとき。ただ

し、正当な理由をもってあらかじめ町長に協議しその了承を得た場合は、この

限りではない。  

(6) 第20条第1項第1号から第4号の規定による命令に違反したとき。  

2 前項の規定による当該許可の取消しを受けた者は、第8条第1号の一般的基準に

適合するよう必要な措置を講じたうえで、事業を終了しなければならない。  

(標識の掲示) 
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第12条 許可事業者は、事業を実施している間は、事業区域内の見やすい場所に、

規則で定める事項を記載した標識を設置しなければならない。  

(着手の届出) 

第13条 許可事業者は、事業に着手したときは、着手した日から起算して10日以内

に、規則で定める届出書を町長に届出なければならない。  

(搬入土砂等に係る届出等) 

第14条 許可事業者は、土砂等を事業区域内に搬入するときは、規則で定めるとこ

ろにより、土砂等の搬入に係る計画を作成し、当該土砂等の搬入を開始する日か

ら起算して10日前までに、町長に届け出なければならない。ただし、規則で定め

る範囲の事業の場合は、この限りでない。  

2 許可事業者は、埋立行為等に使用された土砂等について、規則で定めるところ

により、発生場所ごとに土砂等管理台帳を作成し、事業着手から1年ごとに閉鎖

しなければならない。ただし、規則で定める範囲の事業の場合は、この限りでな

い。  

3 許可事業者は、土砂等管理台帳について、事業の着手から完了までの期間、3月

ごとに、当該3月を経過した日(当該3月の期間に事業を完了したときは、当該完

了の日)から起算して10日以内に、その写し及び規則で定める書類を町長に提出

しなければならない。  

(水質検査の報告) 

第15条 許可事業者は、規則で定めるところにより、事業区域内から事業区域外へ

排出される水の水質検査を行い、その結果を町長に報告しなければならない。た

だし、規則で定める範囲の事業の場合は、この限りでない。  

(事業の完了検査) 

第16条 許可事業者は、当該事業が完了したときは、規則で定める届出書を、完了

した日から起算して10日以内に町長に届け出なければならない。  

2 町長は、前項の規定による届出があったときは、届出に係る事業が当該許可の

内容及び第8条第1号の一般的基準に適合しているかどうかの検査をし、その結果

適合していると認めるときは、規則で定める検査済証を許可事業者に交付するも

のとする。  

(許可の承継) 

第17条 許可事業者について、相続、合併又は分割(当該許可に係る事業の全部を

承継させるものに限る。)があった場合においては、相続人、合併後存続若しく

は設立した法人又は分割により当該許可に係る事業を承継した法人は、既に許可

を受けた事業者の地位を承継する。  

2 前項の規定により事業者の地位を承継した者は、規則で定める届出書を、その

事実を証する書類を添付して、その承継の日から30日以内に町長に届出なければ

ならない。  

(報告の徴収) 

第18条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者、施工者又は事業

区域内の土地所有者等に対し、必要な報告を求めることができる。  

(立入調査) 

第19条 町長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、事業区域、

事業者若しくは施工者の事務所又は事業所に立ち入らせ、事業の実施状況、事業

に関する図書その他の物件を調査させ、関係者に質問させ、又は調査に必要な限
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度において土砂等を無償で収去させることができる。  

2 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関

係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

3 第1項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解し

てはならない。  

(措置命令) 

第20条 町長は、次の各号に該当する場合は、当該事業者又は施工者に対して、当

該事業の停止、原状回復又は災害の防止及び生活環境の保全のために必要な措置

を講ずることを命ずることができる。  

(1) 偽りその他不正な手段により第4条第1項の許可又は第10条第1項の許可の変

更を受けた場合  

(2) 第4条第1項の許可又は第10条第1項の許可を受けないで事業を実施した場合

(3) 第4条第5項の許可に付した条件に違反して事業を実施した場合  

(4) 第8条各号に定める許可の基準に適合しない事業を実施した場合  

(5) 第11条第1項第1号から第4号の規定により許可を取り消され、同条第2項の

規定に基づく必要な措置を講じない場合  

(手数料) 

第21条 第4条第1項又は第10条第1項の許可を受けようとする者は、別表に定める

額の手数料を納付しなければならない。ただし、規則で定める事業については、

当該別表に定める額に5分の1を乗じた額とする。  

2 既に納付した手数料は、返納しない。  

(委任) 

第22条 この条例中に別段の定めがあるものを除くほか、この条例の施行に関し必

要な事項は、規則で定める。  

(罰則) 

第23条 第20条の規定による命令に違反した者は、6月以下の懲役又は50万円以下

の罰金に処する。  

2 第4条第1項又は第10条第1項の規定に違反して埋立行為等を行った者は、50万円

以下の罰金に処する。  

3 第19条第1項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の規定

による質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をした者は、20万円以下の罰

金に処する。  

(両罰規定) 

第24条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業員が、そ

の法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ

か、その法人又は人に対しても同条の罰金刑を科する。  

(過料) 

第25条 次の各号のいずれかに該当するものは、5万円以下の過料に処する。  

(1) 第10条第4項、第13条、第14条第1項、第16条第1項又は第17条第2項の規定

による届出をせず、又は虚偽の届出をした者  

(2) 第12条の規定に違反して、標識を設置しない者  

(3) 第14条第2項又は第3項の規定に違反して、土砂等管理台帳を作成せず、又

は虚偽の記載をした者  

(4) 第15条の規定に違反して、水質検査を行わず又はその結果を報告せず若し

Page 5 of 6早島町埋立行為等規制条例

2011/02/02http://reikisv/joureikun-web/basic/act/JB809/ActPrint/View.do



くは虚偽の報告をした者  

(5) 第18条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者  

附 則  

(施行期日) 

1 この条例は、平成17年12月1日から施行する。  

(経過措置) 

2 この条例の施行の際現に実施している事業については、平成18年1月31日までの

間に限り、この条例の規定は適用しない。  

別表(第21条関係) 

埋立行為等許可申
請手数料

事業区域の面積 金額

1,000平方メートル未満 89,000円

1,000平方メートル以上 130,000円

3,000平方メートル未満

3,000平方メートル以上 200,000円

6,000平方メートル未満

6,000平方メートル以上 270,000円

埋立行為等変更許
可申請手数料

第4条第3項に定める事項の変更(第10条
第1項ただし書の軽微な変更を除く)

金額

事業区域の面積の
変更

事業に関する工事
の請負人の変更

面積の変更がない
場合

請負人の変更がな
い場合

ア

請負人の変更があ
る場合

ア＋10,000円

面積が減少する場
合

請負人の変更がな
い場合

イ

請負人の変更があ
る場合

イ＋10,000円

面積が増加する場
合

請負人の変更がな
い場合

ウ＋エ

請負人の変更があ
る場合

ウ＋エ＋10,000円

事業に関する工事の請負人の変更のみ 10,000円

この表において、ア、イ、ウ及びエは、それぞれ次の額を
表すものとする。

ア 事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請手数料に1
0分の1を乗じて得た額

イ 減少後の事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請
手数料に10分の1を乗じて得た額

ウ 変更前の事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請
手数料に10分の1を乗じて得た額

エ 増加面積に応じた埋立行為等許可申請手数料の額
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